インド・アイルランド関係と大英帝国 by 堀江 洋文














（Arthur Wellesley）、後の初代ウエリントン公爵（1st Duke of Wellington）である。彼はダ
ブリンの裕福な貴族の家に生まれ、インドに赴く前の 1790 年から 95 年までアイルランド議会
（Parliament of Ireland, Parlaimint na hEireann）の議員を務めた。2) 1799 年の第 4 次マイ










                                                          
1) M.L. Brillman, ‘An uncommon under-secretary: Sir Antony MacDonnell, India and Ireland’ in Tadhg 
Foley & Maureen O’Connor, eds., Ireland and India: Colonies, Culture and Empire (Dublin & Portland, 
2007), p. 179. 
2) 1297 年から「連合法」（The Act of Union）が成立する 1800 年まで続いたアイルランド議会は、後述の
ウラクタス（Oireachtas）と呼ばれた国民議会（National Parliament）と区別される。 
3) 半島戦争でのウェルズリーの活躍については、拙稿「半島戦争とカディス憲法」『専修大学人文科学研究
所月報』第 251 号（2011 年 5 月）を参照されたい。 
4) 当然のことではあるが、「連合法」以後アイルランド人のアジアでの活躍は、大英帝国の枠組みの中で見
られることが多かった。例えば明治期の日本においても、大日本帝国海軍の砲術指導に関わり叙勲も受け
－ 2 － 
係を指摘する声も聞かれる。例えば、ザミンダールが小作料を恣意的に引き上げることを防止
する目的で制定された 1885 年のベンガル小作法（Bengal Tenancy Act）は、同じく小作人の
地位安定を目指した 1881 年のアイルランド土地法（Land Law Act）を参考にしたとの意見も
ある。5)  
筆者がこの両国の関係に気付かされたのは、ダブリンで開かれたある展示会であった。2010
年 5 月 27 日から約４か月にわたって、「ケルズの書」や「アーマーの書」等の所蔵で有名なダ
ブリン大学トリニティ・カレッジ図書館ロング・ルームで開かれた「ネイボブ、軍人、帝国服
務：インドのアイルランド人」展（Nabobs, Soldiers & Imperial Service: the Irish in India）
は、18 世紀以降のインドにおけるアイルランド人の活躍を、19 世紀から 20 世紀初頭にかけて
                                                                                                                                                       
たコリンズ兄弟（John & Cornelius Collins）は、当初英国海軍顧問団（British Naval Mission）の一員
として来日し、帝国海軍の練習艦「富士山」及び「肇敏」の教官として勤務し砲術を指導した。Sean 
O’Mahony, A Gate to the Past: The History of Folklore of Carrigaline (Carrigaline, 1993); 篠原宏『海軍
創設史 イギリス軍事顧問団の影』リブロポート、262-3 頁。アイルランド第 2 の都市コークの南 14 キロ
に位置するカリガラインには、コリンズ兄弟を偲んで日本語の記念碑が建つ。 




可能性に門戸を開いている。さらに 1885 年と 91 年には、自作農創設を目指して小作人による土地購入を
促進する法が制定されている。S.B. Cook, Imperial Affinities: Nineteenth Century Analogies and 
Exchanges between India and Ireland (New Delhi, 1993), pp. 123-4. アイルランド土地法（1881 年）に



















（Dublin University Mission）を通じた宣教活動は注目に値する。1880 年代、トリニティ・
カレッジの卒業生たちは、英国国教会の宣教組織である「外国宣教協会」（The Society for the 

























civil service に従事した者への言及である。 
7) SPG は 1701 年創設であるが、1965 年に UMCA（The Universities’ Mission to Central Africa）と合
併して USPG（The United Society for the Propagation of the Gospel）に改組されている。 
8) ダブリン大学宣教団については、http://dumcn.org を参照。 






（Indian Political Intelligence, IPI）を設置して、欧州に散らばったインド人ナショナリスト
に関する情報収集と取締りを行っている。1905 年から 1910 年まで存続し、ヒンドゥ ・ーナショ
ナリズムとインド共産主義の接点となったインド人ナショナリスト組織インディア・ハウス
（India House）は、スコットランド・ヤードや IPI の前身である Indian Political Intelligence 
Office によって一掃されたが、その後ナショナリスト達は欧州全体、特にドイツやフランス、
そしてアメリカ合衆国に散らばって運動を継続していた。 
一方、同じ戦間期、特に 1922 年に大英帝国内の自治国としてアイルランド自由国（Irish Free 
State）が設立されて以後、アイルランド共和主義も、一般にいわれているような外の世界から
隔離された孤立的運動に終始することなく、海外との接触を頻繁に試みていた。有名な事例と
しては、アイルランド共和国軍（Irish Republican Army, IRA）とナチスの関係、そしてアイ
ルランド人がフランコ派と共和国派の両方に関与したスペイン市民戦争がある。9) ナチスとの
関係においては、英国内での破壊活動を通じてナチスの対英戦を側面支援した S 計画








ンド人の典型は、アイルランド映画 The Enigma of Frank Ryan でも取り上げられたフラン
ク・ライアンである。ライアンは、1921 年に英国政府とアイルランド共和国暫定政府の間で締
結されアイルランド自由国建国を定めた英愛条約（Anglo-Irish Treaty）に対して、IRA 内で
                                                          
9) フランコを支援したエオイン・オダフィ （ーEoin O’Duffy）等のアイルランド旅団（Irish Brigade）と、
共和国派を支援するため国際旅団（International Brigade）に加わった後述するフランク・ライアン
（Frank Ryan）等については、Robert A. Stradling, The Irish and the Spanish Civil War 1936-1939 
(Manchester, 1999) 及び Fearghal McGarry, Irish Politics and the Spanish Civil War (Cork, 1999) を参
照。 























ンナー（Muhammad Ali Jinnah）やティラク（Bal Gangadhar Tilak）と共に全インド自治
同盟（Indian Home Rule movement）を設立する。その後ベサントは国民会議派議長に選出
されるが、会議派内部の党派抗争の中で反ガーンディー派のリーダー格に祭り上げられる。さ
らに、民族主義が高揚する 20 世紀初頭のインドで、コルカタを中心にスワラージ運動や各種
文化・社会活動に従事したアイルランド女性がシスタ ・ーニヴェーディタ （ーSister Nivedita）
と呼ばれたマーガレット・ノーブル（Margaret Elizabeth Noble）であった。彼女はアイルラ
                                                          
10) 永遠の宗教を目指した神智学は、西欧帝国主義に対峙するものともみなされ、法律を学んでいたガーン
ディーもロンドン滞在中に神智学協会の会合に参加している。ベサントもガーンディー同様暴力の使用に
強く反対している。Narinder Kapur, The Irish Raj: Illustrated Stories about Irish in India and Indians 
in Ireland (Antrim 1997), pp. 21-3. 




























                                                          
11) 中村平治監修『近代アジアのフェミニズムとナショナリズム』新水社、115-6 頁。 
12) アイルランド・ナショナリズムと発足当初のインド国民会議派の類似点については、アイルランド側よ
りはインド側の方に指摘する声が多かった。両者の類似点については、ボーズの他にはネルーが類似点を
指摘しているが、ガーンディーは相違点を強調する傾向があった。Stephen Howe, Ireland and Empire: 
Colonial Legacies in Irish History and Culture (Oxford, 2005 reprint), pp. 47-8. 
13) Kate O’Malley, Ireland, India and Empire: Indo-Irish Radical Connections, 1919-64 (Manchester, 
2008), p. 3. マイケル・コリンズに関しては、Tim Pat Coogan, Michael Collins: The Man Who Made 
Ireland (Boulder, 1996) を参照。 
－ 7 － 























                                                          
14) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 7-8; Keith Jeffery, ‘review of Ireland, India and Empire: 
Indo-Irish Radical Connections, 1919-64’  in Reviews in History (http://www.history.ac.uk/reviews/ 
review/763). この論考は、ジェフリーによるオマーリーの著書への書評である。当初英国の秘密情報部




















ヘッド伯フレデリック・スミス（Frederick Edwin Smith, 1st Earl of Birkenhead）は、デリー




















                                                          
15) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 8-9. 
16) ロイの回顧録（Memoirs）によると、ドイツ政府はインドにおける対英独立運動の支援のために、ベル
リンにあるインド革命委員会に武器弾薬及び金銭の援助を約束している。Hari Hara Das, Subhas 
Chandra Bose and the Indian National Movement (New Delhi, Bangalore & Jalandhar, 1983), pp. 
30-1. 





















                                                          
17) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 13-19; John Patrick Haithcox, Communism and 










 キルメイナム刑務所内部 キルメイナム刑務所内の 
  ジェームズ・コノリー処刑場所 
－ 10 － 
ており、宗教を重んじるインド一般大衆を誤った方向に導くと主張している。しかし、急進民
主党（Radical Democratic Party）を設立したロイは、インド文化や宗教から離れ、さらに第
2 次世界大戦中はファシズムとの戦いで英国寄りの立場を維持している。18)  
 アイルランドとの関係で忘れてはならない人物は、ロイの同僚であったブライェシ・シン
（Brajesh Singh）である。シンはヴィッタルバーイー・パテール（Vithalbhai Patel）等が作


























                                                          
18) Das, Subhas Chandra Bose and Indian National Movement, pp. 195-6. 






























                                                          
19) このような広い支持者基盤を模索した反帝国主義連盟の創設に深く関わったミュンツェンベルクは、
1938 年にドイツ共産党を除名され、1940 年には謎の死を遂げている。彼の死にはスターリンの関与が疑
われている。Haithcox, Communism and Nationalism in India, p. 89 note. 
20) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 20-37.  



























                                                          
21) James Klugmann, History of the Communist Party of Great Britain (London 1968), vol. 1. p. 193. 
サクラトヴァラとニューボールドは、英国共産党員として労働者階級の地位向上のために急進的改革を標
榜したが、前者が労働党との関係を維持したのに対し、後者は労働党の後援を得ることはできなかった。 
22) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 38-41; Kate O’Malley, ‘The League against Imperialism: 
British, Irish and Indian connections’, Communist History Network Newsletter, no. 14, pp. 13-22. ブ
リッジマンについては、‘Papers of Reginald Francis Orland Bridgeman (1884-1968)’, Hull University 
Archives, 2006 (www.hull.ac.uk/arc/downloads/DBNcatalogue.pdf) を参照。 
23) パテールの弟で初代首相ネルーの下で副首相や内務大臣を務めたサルダール・ヴァッラブバーイー・
パテール（Sardar Vallabhbhai Patel）の名の方が一般には知られている。 
－ 13 － 
ブリン訪問前の英国滞在中に、アイルランド下院ドイル・エアラン（Dáil Éireann）の設置と、
それに続くアイルランド内戦の実情を身近で観察する機会に恵まれたはずである。24) パテール
は、その後 1925年から 30年までインド中央立法会議議長（President of the Indian Legislative 
Assembly）の要職にあったが、徐々に先鋭化する彼の思想に呼応して、英国からは急進左派の
台頭と結びつけられるようになる。パテールは 1927 年のダブリン訪問時には、デ・ヴァレラ








きが 20 年後にインド・アイルランド独立連盟の結成として結実したと言えよう。 
パテールはインドで知り合ったアイルランド人婦人参政権論者マーガレット・カズンズ





離のままの状況ながらそれぞれに自治権を認めた 1920 年のアイルランド統治法（Government 
of Ireland Act 1920）があったはずである。25) このようなカズンズの行動に対して、デリー情
                                                          
24) 第 1 次世界大戦におけるインドの対英協力は、その見返りとしてインドに自治を供与する動きを英国に











ではダニエル・コハラン（Daniel Cohalan）がリーダーを務めアイルランド独立を支援する The Friends of 
Irish Freedom が設立され、さらにその設立に重要な役割を果たしたジョン・デヴォイ（John Devoy）指
揮のクラン・ナ・ゲール（Clan na Gael）とともに、この団体は米愛関係のみならずアメリカ政治にも影
響を与える勢いであった。1919 年に独立運動への財政支援要請とプロパガンダ目的でアメリカを訪問した















1932 年の総選挙でフィアナ・フォイルがドイル・エアランで第 1 党となり、デ・ヴァレラ








であるとして英国に弁済せず、1933 年の土地法（Land Act, 1933）は財務大臣に出資金をアイ
                                                                                                                                                       
デ・ヴァレラは、コハラン及びデヴォイと会談するが、両者はデ・ヴァレラの動きがアイルランド主権と
共和国建国に関し穏健過ぎると批判している。アイルランド帰国後デ・ヴァレラは英愛条約問題でコハラ
ンとデヴォイの強硬な態度を踏襲している。Troy D. Davis, ‘Eamon de Valera’s Political Education: The 







Partition in Ireland, India and Palestine: Theory and Practice (New York, 1984), pp. 27-8. 
26) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 53-65. 















1920 年代から 30 年代にかけてインド人活動家がアイルランド政治に関心を抱いたが、1932
                                                          
27) ibid., pp. 65-78. マハー・グジャラート運動については、井坂理穂「インドにおける州再編問題：ボン
ベイ州の分割課程」『アジア・アフリカ言語文化研究』東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所、










































1928 年から 33 年にかけて多くの年月を監獄で過ごしたボーズは体調を壊し、スイスでの治療
を許可される。インド情報局の感触では、1933 年のボーズは、ガーンディーの非暴力運動に対
峙する形で、流血を伴わない独立の達成は不可能であるとの見解に達していたようで、アイル
                                                          
28) Sugata Bose, His Majesty’s Opponent: Subhas Chandra Bose and India’s Struggle against Empire 
(Cambridge MA & London, 2011), p. 37. 





























                                                          
29) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 91-100. 
30) Nicholas Owen, The British Left and India: Metropolitan Anti-Imperialism, 1885-1947 (Oxford, 
2007), p. 229. 
31) ガーンディーを彷彿させる監獄でのマクスィーニーのハンストは、その後のボーズの武力闘争と相容れ
ないが、マクスウィーニーのハンストは、世界的注目を集めていた。Kapur, The Irish Raj, pp. 39-42. 




























1938 年 1 月に英国当局の監視の目が光る中で会談することとなる。ロンドン滞在中のボーズ
                                                          
32) O’Malley, Ireland, India and Empire, Appendix 5, p. 196. ボーズ療養先のオーストリアで書かれたこ
の 3 月 5 日付書簡には、ボーズは 15 日後にマルセイユからインドに帰国すると記されている。 
33) Ibid., p.105. 
34) Sisir K. Bose & Sugata Bose, eds., The Essential Writings of Netaji Subhas Chandra Bose (Oxford, 
1997), pp. 157-9. 




















年 1 月の段階でボーズは、ドイツ外務省のディークホフ（Hans Heinrich Dieckhoff）への訪
問から、ナチスの最大関心事はイギリスであり、インド独立の主張に対する関心は皆無に近い
との印象を受けていた。その意味では、その直後のボーズのアイルランド訪問や日本の支援に
                                                          












































                                                          
37) ‘Extract from a confidential report from Charles Bewley to Joseph P. Walshe’ (Berlin, 22 January, 
1936), in Ronan Fanning, et al., eds., Documents on Irish Foreign Policy (Dublin, 2004), vol. iv, 
1932-1936, p. 410（文書は Department of Foreign Affairs collection, National Archives, Ireland, 19/50A
に保管）． 
38) この潜水艦による移送作戦の詳細は、米田文孝、秋山暁勲「伊号第 29 潜水艦とスバス・チャンドラ・
ボーズ」『関西大学博物館紀要』第 8 号（2002 年 3 月）1-57 頁を参照。 
39) O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 111-2. 
－ 21 － 
距離を微妙に測ったアイルランド政府の対応を示唆している。40)  
デ・ヴァレラとインドの強い結びつきを象徴するものに、1943 年のベンガル飢饉に対するア













                                                          
40) ‘Memorandum from Joseph P. Walshe to Eamon de Valera (Dublin, 27 May 1944) in Ronan 
Fanning, et al., eds., Documents on Irish Foreign Policy (Dublin, 2010), vol. vii, 1941-1945, p. 430（文















































                                                          
41) Nilanjana Sengupta, A Gentleman’s Word: The Legacy of Subhas Chandra Bose in Southeast Asia 
(Singapore, 2012), pp. 72-6. 
－ 23 － 
ルランドと南アイルランドの２つに分割し（北アイルランドの分離）、独自の議会を認めてそれ
ぞれの自治権を認めた。ホーム・ルールは本来連合王国の下でアイルランド全体に自治政府を
認める趣旨であったが、過去 3 つのアイルランド自治に関する法案が審議され、そのうち 19
世紀に 2 度法案は廃案となり、1914 年のアイルランド統治法（Home Rule Act 1914）も第１
次世界大戦の影響で施行停止となっている。そうした中でこの 1920 年の統治法は、アイルラ
ンドを分割しイギリスの統治下で２つの自治政府を持った地域を作り出すものであった。即ち




つ、イギリス連合王国の構成国の 1 つとなった。 
その後 37 年に新憲法を施行したアイルランドは、翌 38 年にはイギリスによって独立が承認
され、英連邦にとどまって元首としての大統領と儀礼的な君主（英国国王）を戴く不完全な共
和制に移行する。英連邦を離脱し完全な共和制に移行するのは 1949 年になってからである。















                                                          
42) Stephen Kelly, ‘A Policy of Futility: Eamon de Valera’s Anti-Partition Campaign, 1948-1951’, 
Études Irlandaises, 36-2 (2011). しかし、実際には数万人のアイルランドからの義勇兵がイギリス軍の下
で戦っている。 




















                                                          
43) University College Dublin Archives (hereafter UCDA), Frank Aiken Papers, P104/4767(2). 
44) デ・ヴァレラやフランク・エイケンの書簡を読むと、アメリカやオーストラリア、ニュージーランドで
の歓迎も大きかったようであるが、一般大衆は訪問に対しやや冷めた見方をしていたとの見解もある。48




要があることが指摘されている。オシェイは、ニュージーランド最大の通信社である New Zealand Press 


























謂 Dominion status）の中間を狙っていたものと思われる。1936 年にアイルランド政府によっ






A. Costello）政権時の 1948 年に、アイルランド共和国法の成立によって廃止されている。 
 1948 年 6 月 18 日、ジャワハルラル・ネルーはデ・ヴァレラにニューデリーから書簡を送り、
何世紀にも渡ってインド人はアイルランドでの対英闘争を深い同情の念を持って見守ってきた
こと、アイルランドでの多くの出来事からインスピレーションを得てきたこと、そしてデ・ヴァ
レラに対するインド人の評価が非常に高いこと等を伝えている。さらに 7 月 15 日付書簡では、
ネルーはデ・ヴァレラに対してインド或いはアイルランドでの再会を望んでいること、特に学
生時代に一度訪れたアイルランドの地を再訪したいことを書いている。そして、半年前に首相
を退任したデ・ヴァレラが 9 月 18 日にネルーに送った返信においては、ハイデラバード問題
                                                          
46) UCDA, De Valera Papers P150/2955, News Chronicle. 本稿におけるデ・ヴァレラとインドの指導者
及びメディア関係者との交信記録は、このデ・ヴァレラ文書に基づく。 
47) Tim Pat Coogan, De Valera: Long Fellow, Long Shadow (London, 1993), p. 639. 


























同年 7 月 10 日にナンダ・ドゥダル・セン（Nanda Dulal Sen）からデ・ヴァレラに送られ




キスタンが領有をめぐって軋轢を繰り返すカシミール紛争の場となった。Fraser, Partition in Ireland, 
India and Palestine, p. 128. 
49) デ・ヴァレラのイースター蜂起における活躍に言及する記述もあるが、彼が殆どパニック状態であった
との記録もある。Coogan, De Valera, pp. 58-74. クーガンの記述は、マイケル・コリンズを評価する一方、
デ・ヴァレラにはやや厳しいとの印象が残る。 
50) De Valera Papers P150/2955, News Chronicle. 






























Ray Chaudhuri）はボンベイで発行されていたインド独立運動支持の日刊紙 The Free Press 
Journal グループのロンドン特派員であったが、パテールのダブリン訪問に同行しデ・ヴァレ
－ 28 － 
ラと会っている。51) 1922 年のチャウリ・チャウラ事件後、ガーンディーが一時闘争を放棄する
と、パテールはダース（Chittaranjan Das）やジャワハルラル・ネルーの父モティラル・ネルー














致から、国民会議派の中央政策決定機関である All India Congress Committee (AICC)から離
脱したサラト・ボーズは、ベンガルとインドに社会主義システムの導入を主唱し、社会主義共
和党を設立している。サラト・ボーズはデ・ヴァレラへの 8 月 21 日付書簡の中で、9 月 1 日










                                                          
51) チャウドゥーリが代表していたのは、同じグループに属する The Free Press Journal, The Free Press 
Bulletin, The Bharat Jyotiの３紙である。The Free Press Journalは1930年にサダナンド（Swaminathan 
Sadanand）によって創設されている。 
－ 29 － 
とに謝辞を表明し、デ・ヴァレラを通じてアイルランドの新聞への掲載を求めてメッセージを
残している。その中でサラトは、ダブリン滞在中の 12 月 21 日にアイルランドを共和国と宣言





インドの新聞からのデ・ヴァレラへの寄稿依頼は翌 1949 年になっても続き、4 月にタラパ
ダ・バス（Tarapada Basu）は、所属する Hindusthan Standard 紙と Ananda Bazar Patrika
紙の仕事でダブリンを訪問し、来る 4 月 18 日の式典を取材する際にデ・ヴァレラとの面会を
求め実現させている。アイルランドの議会ウラクタスによって承認された上記の「1948 年アイ
ルランド共和国法」は、アイルランドに関する英国国王の残されていた機能・権限を廃止した













年 6 月 16 日の Indian News Chronicle 紙上で、アイルランドは対外政策に関しては英連邦と
の協力を惜しまないが、イギリス王室に対する忠誠に縛られることはないと述べている。英連
邦の存在価値は認めており、‘The more you get nations to co-operate the better’と結論付けて
                                                          
52) アイルランド国会にあたるウラクタスは国民議会の意味で、下院のドイル・エアラン（Dáil Éireann）
と上院のシャナズ・エアラン（Seanad Éireann）に分かれる。 
53) ‘Could Ireland really rejoin the Commonwealth?’, The Telegraph Online (26 March 2010); 
‘Sectarianism and the Commonwealth’, irishtimes.com (27 March 2009). 既に 30 年代にインド担当相で
あったゼットランド侯（Lawrence Dundas, 2nd Marquess of Zetland）は、アイルランドの英連邦離脱が
インドの反英闘争に及ぼす影響を警告している。O’Malley, Ireland, India and Empire, pp. 128-9. 
－ 30 － 
いる。54) しかし結局、アイルランドもインドも共和国宣言をする中で、前者は英連邦を離脱し、
後者は英連邦の一部を形成する道を選ぶことになる。 
12 月に入ると、1950 年 1 月 26 日に迫ったインド憲法発布に向けての特集号への寄稿依頼
が、例えば The Express Newspapers of India の欧州代表であるカバディ（Sunder Kabadi）
によってデ・ヴァレラに対しなされている。憲法発布を祝った共和国記念日（Republic Day）
特別記念号への寄稿を求めたカバディの依頼文からは、インドにおけるデ・ヴァレラ人気の奥




















両国において分離反対連盟（League for an Undivided Ireland）の活動が活発化している。デ・
ヴァレラやエイケンは、これら連盟を通じてイギリスへの働きかけを期待していた節がある。
                                                          
54) UCDA Frank Aiken Papers, P104/4817(5). 紙面の見出しは External Association with Commonwealth: 
De Valera Explains Eire’s Policy となっている。 
55) エイケンはこのような会合について、ニュージーランド滞在中に世話になった人物への 48 年 10 月５
日付礼状の中で次のように述べている。’…these meetings will bring home to the British people the 
foolishness of maintaining the Tory crime of Partition in the present state of world affairs,…’ UCDA 
Frank Aiken Papers, P104/4763(29) 及び P104/4767(2). 























                                                          
56) Ibid., P104/4770(6)(7). 
57) Ibid., P104/4767(1). キアナンは後に駐米大使となるが、彼の妻デリア・マーフィー（Delia Murphy）
はアイルランドで歌手として有名になり、「バラードの女王」とか「コネマラの女王」と称された。キアナ
ンがキャンベラに赴任した時も、デリアは歌でオーストラリア民衆の人気を博し、オーストラリアのプレ
スにも受けが良かったと言われている。「Ballad of Delia Murphy Part 2 & 3」You Tube に解説がある。
彼女は、4000 人のユダヤ人の命をドイツ軍から守りグレゴリー・ペック主演映画『赤と黒の十字架』（The 
Scarlet and the Black）でも紹介されたヒュー・オフラハーティ（Hugh O’Flaherty）の活動を支援した
ことでも知られる。このエイケン宛書簡でキアナンは、デ・ヴァレラやエイケンのオーストラリア訪問の
成功はオーストラリアのプレスにも好印象を与え、当時話題となっていたアイルランドによる対外関係法
の廃止（repeal of the External Relations Act）についても否定的記事が影をひそめたことに言及している。
前述のとおり 1936 年の対外関係法によってイギリス国王はアイルランド元首の地位を失ったが、その後も




58) UCDA Frank Aiken Papers, P104/4817(5) 



























の検討―」『武蔵野大学政治経済研究所年報』第 1 号、281-302 頁（2009 年 3 月）を参照。 
60) 琉球大学図書館矢内原忠雄文庫、ノート、Ireland II［社会政策時報 アイルランドの土地政策］、画像
12。矢内原文庫の講義ノートは現在データベース化されており、同図書館のホームページからアクセスで
きる。 
61) Susan C. Townsend, ‘Yanaihara Tadao and the Irish question: a comparative analysis of the Irish 
and Korean questions, 1919-36’, Irish Historical Studies, xxx, no. 118 (Nov. 1996), pp. 195-205. 
62) 矢内原は大正 10 年 7 月 20 日の日記の中で、ダブリン訪問時の印象を述べている。「街路を歩いて汚れ
た靴なしの子供を見ると胸がつまる。」と述べ、青、白、黄のシン・フェインの旗や、ダブリン城、シテ
ィ・ホールやアイルランド銀行を取り囲む鉄条網や Custom House の焼け跡に言及している。『矢内原忠
雄全集』岩波書店刊、第 28 巻、633 頁 
63) 矢内原文庫、ノート、講義ノート、Ireland [Bown. Englishe Koronization in Irland], 画像 13。 
64) 「文化政治」については、長田彰文「日本の朝鮮統治における文化政治の導入と斎藤実」『上智史學』
43（1998 年 11 月）29-58 頁を参照。 


























                                                          
65) 中世後期から近代初期についてのペイルを中心とした史的展開については、拙稿「宗教改革後のアイル
ランドとヨーロッパ」『思想』no. 1063（2012 年 11 月）、140-55 頁を参照されたい。 





68) Julia M. Wright, Ireland, India and Nationalism in Nineteenth-Century Literature (Cambridge, 
2007), pp. 3-4. 本来の植民地としてのアイルランドは、ウィリアマイト戦争までであったとの見解もあ
る。 
－ 34 － 
分であった。視点を 20 世紀に限定した場合、オマーリー等が提示するインドとアイルランド
の「共闘」に言及することができるが、より長いスパンで帝国の時代を概観すると、帝国に組
み込まれたアイルランド人の姿を見るたびにこのような共闘関係が希薄に映ることはやむを得
ないであろう。 
 
［本稿は、平成 24 年度専修大学研究助成（インド・アイルランド関係と英国植民地政策）に
よる助成の成果の一部である。］ 
